
厚生労働省　総括表　様式１－１

政策別コスト情報総括表

１．政策にかかるコスト (単位：百万円）

(a)/(A) (b)/(A) (c)/(A)

1.安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進す
ること

21,304,194 24.5% 36,875 12.3% (0.2%) 8,815 19.7% (0.0%) 21,258,503 24.6% (99.8%)                            10,623,755

2.安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推進すること 93,504 0.1% 8,618 2.9% (9.2%) 1,993 4.5% (2.1%) 82,892 0.1% (88.7%)                                         -

3.働く人が安心して安全で快適に働くことができる環境を整備するこ
と

1,037,381 1.2% 46,249 15.5% (4.5%) 5,891 13.2% (0.6%) 985,241 1.1% (95.0%)                             1,036,621

4.非正規労働者の処遇改善、女性の活躍推進や均等待遇、ワー
ク・ライフ・バランスの実現等働き方改革を推進すること

38,817 0.0% 2,870 1.0% (7.4%) 523 1.2% (1.3%) 35,422 0.0% (91.3%)                                  23,468

5.意欲のあるすべての人が働くことができるよう、労働市場において
労働者の職業の安定を図ること

2,212,404 2.5% 106,333 35.6% (4.8%) 1,866 4.2% (0.1%) 2,104,204 2.4% (95.1%)                             1,508,943

6.労働者の職業能力の開発及び向上を図るとともに、その能力を
十分に発揮できるような環境整備をすること

136,806 0.2% 12,432 4.2% (9.1%) 850 1.9% (0.6%) 123,523 0.1% (90.3%)                                137,607

7.安心して子どもを産み育てることなどを可能にする社会づくりを推
進すること

512,979 0.6% 1,983 0.7% (0.4%) 851 1.9% (0.2%) 510,143 0.6% (99.4%)                                      107

8.ナショナル・ミニマムを保障し、社会変化に対応した福祉サービス
を提供するとともに、自立した生活の実現や安心の確保等を図るこ
と

2,890,423 3.3% 4,352 1.5% (0.2%) 1,898 4.3% (0.1%) 2,884,173 3.3% (99.8%)                                         -

9.障害のある人も障害のない人も地域でともに生活し、活動する社
会づくりを推進すること

1,933,917 2.2% 4,157 1.4% (0.2%) 1,508 3.4% (0.1%) 1,928,251 2.2% (99.7%)                                       43

10.高齢者ができる限り経済的に自立できるよう、所得確保の仕組
みの整備を図ること

53,535,189 61.6% 6,582 2.2% (0.0%) 1,020 2.3% (0.0%) 53,527,586 61.9% (100.0%)                            42,254,719

11.高齢者ができる限り自立し、住み慣れた地域で自分らしく、安心
して暮らせる社会づくりを推進すること

2,967,251 3.4% 2,448 0.8% (0.1%) 1,067 2.4% (0.0%) 2,963,735 3.4% (99.9%)                                         -

12.国際化時代にふさわしい厚生労働行政を推進すること 24,476 0.0% 1,414 0.5% (5.8%) 616 1.4% (2.5%) 22,445 0.0% (91.7%)                                         -

13.国民生活の向上に関わる科学技術及び医薬品等の研究開発の
振興並びに保健衛生分野の調査研究の充実を図ること

84,006 0.1% 9,636 3.2% (11.5%) 3,759 8.4% (4.5%) 70,610 0.1% (84.1%)                                         -

14.国民生活の利便性の向上に関わるICT化を推進すること 13,256 0.0% 652 0.2% (4.9%) 284 0.6% (2.1%) 12,318 0.0% (92.9%)                                         -

官房経費等 67,890 (0.1%) 54,201 (18.1%) (79.8%) 13,688 (30.7%) (20.2%) 1 (0.0%) (0.0%)                                         -

合　　　計 86,852,500 100.0% 298,809 100.0% (0.3%) 44,636 100.0% (0.1%) 86,509,053 100.0% (99.6%) 55,585,266                           

区　　　　　分
コスト計

(A)=(a)+(b)+(c)

内　　　　　訳

（参　考）
自己収入Ⅰ　人にかかるコスト

(a)

Ⅱ　物にかかるコスト（庁舎等を含
む。）
(b)

Ⅲ　事業コスト（その他事業コストを
含む。）

(c)



２．参考情報（各政策に配分した官房経費等の額） (単位：百万円）

(a)/(A) (b)/(A) (c)/(A)

1.安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健康づくりを推進す
ること

21,986 32.4% 17,708 32.7% (80.5%) 4,278 31.3% (19.5%)                                         -             -             -

2.安心・快適な生活環境づくりを衛生的観点から推進すること 1,152 1.7% 610 1.1% (53.0%) 540 3.9% (46.9%)                                         1 100.0% (0.1%)

3.働く人が安心して安全で快適に働くことができる環境を整備するこ
と

3,776 5.6% 2,759 5.1% (73.1%) 1,016 7.4% (26.9%)                                         -             -             -

4.非正規労働者の処遇改善、女性の活躍推進や均等待遇、ワー
ク・ライフ・バランスの実現等働き方改革を推進すること

844 1.2% 653 1.2% (77.5%) 190 1.4% (22.5%)                                         -             -             -

5.意欲のあるすべての人が働くことができるよう、労働市場において
労働者の職業の安定を図ること

18,231 26.9% 17,449 32.2% (95.7%) 782 5.7% (4.3%)                                         -             -             -

6.労働者の職業能力の開発及び向上を図るとともに、その能力を
十分に発揮できるような環境整備をすること

3,684 5.4% 3,316 6.1% (90.0%) 367 2.7% (10.0%)                                         -             -             -

7.安心して子どもを産み育てることなどを可能にする社会づくりを推
進すること

950 1.4% 517 1.0% (54.4%) 433 3.2% (45.6%)                                         -             -             -

8.ナショナル・ミニマムを保障し、社会変化に対応した福祉サービス
を提供するとともに、自立した生活の実現や安心の確保等を図るこ
と

1,320 1.9% 484 0.9% (36.7%) 836 6.1% (63.3%)                                         -             -             -

9.障害のある人も障害のない人も地域でともに生活し、活動する社
会づくりを推進すること

6,088 9.0% 4,621 8.5% (75.9%) 1,467 10.7% (24.1%)                                         -             -             -

10.高齢者ができる限り経済的に自立できるよう、所得確保の仕組
みの整備を図ること

593 0.9% 217 0.4% (36.7%) 376 2.7% (63.3%)                                         -             -             -

11.高齢者ができる限り自立し、住み慣れた地域で自分らしく、安心
して暮らせる社会づくりを推進すること

742 1.1% 272 0.5% (36.7%) 470 3.4% (63.3%)                                         -             -             -

12.国際化時代にふさわしい厚生労働行政を推進すること 430 0.6% 157 0.3% (36.7%) 272 2.0% (63.3%)                                         -             -             -

13.国民生活の向上に関わる科学技術及び医薬品等の研究開発の
振興並びに保健衛生分野の調査研究の充実を図ること

7,896 11.6% 5,362 9.9% (67.9%) 2,534 18.5% (32.1%)                                         -             -             -

14.国民生活の利便性の向上に関わるICT化を推進すること 192 0.3% 70 0.1% (36.7%) 122 0.9% (63.3%)                                         -             -             -

合　　　計 67,890 100.0% 54,201 100.0% (79.8%) 13,688 100.0% (20.2%)                                         1 100.0% (0.0%)

区　　　　　分
コスト計

(A)=(a)+(b)+(c)

内　　　　　訳

Ⅰ　人にかかるコスト
(a)

Ⅱ　物にかかるコスト（庁舎等を含
む。）
(b)

Ⅲ　事業コスト（その他事業コストを
含む。）

(c)


